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【研究ノート】

着床式洋上風力発電における政策と漁業協調に
ついての現状と課題

―銚子沖を事例として―

松尾 和弥

　本研究では，着床式洋上風力発電における事業者と漁業者との協調について，銚子地域を対象に検討し
た．国土交通省，東京電力ホールディングス，銚子市漁業協同組合へのインタビュー調査と，銚子の漁業
者や漁業協同組合職員へのアンケート調査を行った．
　先行研究より，事業者と漁業者のコミュニケーションや情報交換，コミュニケーションを円滑に行うた
めの役割を果たす存在が重要となる．調査より，洋上風力発電に関し，銚子地域の活性化や漁獲量増加の
期待があるが，漁獲量の減少やそれ以外の不利益の他，とくに，底引網漁でヒラメやタイを獲っている者
が，区域付近で漁業ができなくなること，底引網が施設に引っ掛かり網が破れることや施設を傷つけるこ
と，漁船の破損や転覆の危険があることに懸念を示していることが分かった．どうすれば安全に操業でき
るのかを，事業者は漁業者に情報提供を行っていく必要がある．

キーワード：洋上風力発電，政策，銚子，漁業者，協調
Keywords：‌� offshore wind power, policy, Choshi, fisherman, cooperation

Ⅰ．はじめに

1．本研究の目的

　本研究の目的について述べる．銚子市は，人口
減少が著しく，総合計画で地域経済の活性化を掲
げ，漁業以外の産業を振興しようとしている．国
としては，再生可能エネルギーとして洋上風力発
電に期待している．事業者としては，洋上風力発
電施設を大規模に設置することで経済性が担保さ
れるため，魅力に感じるだろう．
　洋上風力発電の場合，住民の反対は少ないが，
漁業者は反対する可能性が高い．ならば，洋上風
力発電に対する事業者の対応と漁業者の反応を検
討すべきではないか．事業者は漁業者にどのよう
な協調をしているのか，そして，漁業者は事業者
に対してどのような懸念を有しているのかについ
て，調べる必要がある．そこで，本研究を行う．

2．研究の手法

　研究の手法について述べる．銚子沖は風が強い
ことから，東京電力は，独立行政法人新エネル
ギー・産業技術総合開発機構（NEDO）と洋上風
力発電の実証研究を開始し，商業運転に至ってい
た．そのため，銚子沖は洋上風力発電の有望区域
に選定された．そこで，研究対象を銚子地域とす
る．インタビュー調査を実施し，その結果につい
て言及する．インタビュー調査の対象は，国土交
通省，銚子市漁業協同組合，東京電力ホールディ
ングスである．さらに銚子の漁業者や銚子市漁業
協同組合の考えを探るために，アンケート調査も
行った．回答結果を分析し，課題の抽出を行う．
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Ⅱ．洋上風力発電施設の設置に至る�
　　経過と海外の状況

1．洋上風力発電施設の設置

　近時，洋上風力発電については，温暖化対策や
原子力発電の問題等の観点から，日本でも急速に
普及させようという動きが進展している．洋上風
力発電には，設備の基礎を海底に固定する着床式
と，設備の基礎を海に浮かせつつワイヤーで海底
に固定する浮体式がある．普及に向けて法整備が
進んでいる．
　2018年11月30日に，「海洋再生可能エネルギー
発電設備の整備に係る海域の利用の促進に関する
法律」，いわゆる再エネ海域利用法が成立した．
　これまで，長期にわたる海域の占用を実現する
ための統一的なルールが整備されていなかった．
そこで，再エネ海域利用法では，国土交通大臣が
最大 30 年間海域の占用を許可できることにした．
手続としては，政府が基本方針を策定し，経済産
業大臣，国土交通大臣及び関係都道府県知事が設
置した協議会での意見聴取を経た上で，経済産業
大臣及び国土交通大臣が促進地域を指定し，公募
占用指針を策定する．そして，事業者が公募占用
計画を提出し，両大臣が占用認定した後に，国土
交通大臣が占用の許可を行う．
　協議会には，国，都道府県，市町村，関係漁業
者の組織する団体その他の利害関係者，学識経験
者が参加する．
　2019 年 5 月 17 日に，政府は「海洋再生可能エ
ネルギー発電設備の整備に係る海域の利用の促進
に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るた
めの基本的な方針」（以下，基本方針）を閣議決
定した．
　基本方針によれば，漁業に支障があると見込ま
れる区域については，促進区域の指定の案に含め
ないこととなった．また，漁業との協調の在り方
について協議会での協議が整った意見は公募占用
指針に反映するなど，協議の結果を尊重すること
とする．協議会の設置の前であっても，漁業の操
業について支障がないことを関係漁業団体等に十

分に確認して，支障を及ぼすことが見込まれる場
合には，促進区域の指定は行わないこととしてい
る．漁業との協調を相当重視しているといえる．
　2019 年 6 月 11 日に，政府は「海洋再生可能エ
ネルギー発電設備整備促進区域指定ガイドライ
ン」を策定した．促進区域の指定基準として，漁
業に支障を及ぼさないことや漁業区域と重複しな
いこと，有望区域の選定条件として，利害関係者
を特定し協議会を開始することの同意を得ている
ことが挙げられた．
　2019 年 7 月 30 日に，政府は 11 区域1）の中か
ら協議会の組織等の準備を直ちに開始できる有望
な 4 区域を選定した．そのうちの 1 つが千葉県銚
子沖だった．
　銚子沖は有望区域に入ったため，2019 年 11 月
18 日に第 1 回の協議会が開催された．千葉県

（2019）の議事録によると，銚子市漁業協同組合
は，「漁協では，漁種別の漁業者，関連する組合
員の理解等を得ながら，漁業の影響の少ない候補
区域を絞り込んできた．」と，これまでの取組に
ついて述べる一方，「漁業共生について，指針に
具体的にどこまで記載することができるかが重要
である．漁業共生のことを全然分かっていない人
が見たら，漁業共生を行わない可能性もある．」
と，懸念を示している．また，千葉県漁業協同組
合連合会は，「洋上風力は，漁業権が失われてし
まう消滅補償ではなく，構築物がある中で，どう
いう漁業協調ができるかという，今までなかった
やり方が必要になってくる部分があると思う．」
と，漁業協調の重要性を指摘する．
　こうしてみると，銚子沖の関係漁業者は，再エ
ネ海域利用法成立後，漁業に影響の少ない区域を
選び，市や県に協力をしてきた．そのため，有望
区域となり，協議会も開催されている．だが，漁
業協調が実現するのかどうかについて懸念を示し
ている．
　洋上風力発電の事業者の動向についてみると，
東京電力は，2009 年 9 月から独立行政法人新エ
ネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）の公
募事業として銚子沖洋上風力発電の研究を開始
し，NEDO と共同で研究を行ってきた．2013 年
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1 月から銚子沖で本格的な実証試験を開始し，
2017 年 3 月に実証試験は終了した．2019 年 1 月
1 日より銚子沖で 2,400kw（2.4MW）の商用運転
を開始した．着床式洋上風力発電の商用運転とし
ては国内初である．2019 年 8 月 29 日には，「（仮
称）銚子沖洋上風力発電事業に係る計画段階環境
配慮書」を経済産業大臣に送付した．2019 年 11
月 18 日に，経済産業大臣から意見が出され，「海
生生物等への影響を含め，洋上風力発電事業の環
境影響については十分に解明されていない点があ
ることから，本事業の実施の検討に当たって，最
新の知見及び先行事例の知見の収集に努めるこ
と」とされた．東京電力は，銚子沖にて最大 37
万 kW（370MW）の洋上風力発電施設の建設を
計画している．運転開始は，2024 年度以降を予
定している．
　第 1 図の事業実施想定区域が洋上風力発電事業
実施想定区域で，面積は約 39km2 である．近時
標準となりつつある 8,000kw（8MW）の設備だ
と 46 基ということになる．現在，第 1 図の銚子
沖洋上風力発電所の地点に洋上風力施設が 1 基稼

働している．かなり広範に施設が分布することに
なり，単純化すれば 1km2 あたり 1.18 基で，およ
そ縦横 900m につき 1 基ずつが並んでいるという
ことになる．イメージでは写真 1 のように施設が
並んでいる．

2．漁業との協調に関する諸事例

　まず，漁業との協調ではないが，伊藤 （2010）
は，公共事業に対する住民運動について分析して
いる．ダム・河口堰反対運動は，被害者視点から
の反対運動とともに市民視点からの反対運動とい
う性格も有する．もっとも，公共事業の場合，経
済的論理が通用しにくく，行政裁量が大きいう
え，仲裁者がいないことから，住民運動は多難で
ある．ダム・河口堰の反対の理由として，水没地
住民を中心とする地域社会への影響，生態系等の
環境への影響，ずさんな計画，財政への影響と
いったものがある．
　一般的に，洋上風力発電の場合は，公共事業で
はなく民間の事業者が主体となっている．ダム・
河口堰の時に比べ，事前に利害関係者を参加させ
る手続きを定めている．とはいえ，漁業という地
域社会への影響，景観や生態系といった環境への
影響は問題となりうる．
　安田ほか（2015）は，洋上風力発電推進のため
の漁業者や漁業組織との協議の結果を検証してい
る．石川県輪島沖では，合意形成に失敗した．
JF いしかわという県統合単一漁協の実力者が反
対の決議をしたためである．新潟県村上市岩船沖
では，1 年で合意形成ができた．JF 新潟漁連の
会長の強いリーダーシップにより，関係漁業団体
の賛同を得ることができた．こうした事例より，

第 1図　事業実施想定区域

写真 1　洋上風力発電施設のイメージ図

（出典）　東京電力ホールディングス（2019）
「（仮称）銚子沖洋上風力発電事業の概要」

（出典）　日本経済新聞 2011 年 2 月 7 日記事
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漁業者の理解を深めるには，漁業者団体のトップ
の理解と協力が必要であるとする．
　確かに，漁業団体トップのリーダーの理解と協
力は，洋上風力発電を実施するうえで欠かせない
だろう．だが，漁業者の理解を得るためには人的
要因以外も重要である．
　川辺ほか （2018a）は，2 つの洋上風力実証実
験事業について分析している．浮体式洋上風力発
電である長崎県五島市沖では，補償，漁礁設置，
施設整備，警戒専用船などの条件が整い，漁業者
は事業の受け入れに同意し，事業開始後は施設に
よる蝟集効果もあり漁業者のトラブルや不満はな
かった．他方，浮体式の福島沖では，事業者と漁
業者の意見交換の場である漁業協働委員会と地区
ごとのワーキンググループによる情報共有と議論
が行われたが，漁業との共存メニューについては
明白な評価はなかった．
　このように，五島市沖では漁業との協調が実現
した．実証試験段階から，事業者と漁業者との間
で信頼関係が醸成されていたこと，施設の蝟集効
果など漁業者にメリットがあると捉えられたこと
も大きい．
　五島市沖の漁業協調については，石田 （2018）
が詳しい．五島列島に 10 カ所ある漁協を代表す
る五島漁業協同組合長会の会長が，風車を利用し
て海洋牧場を造り，地域の漁業を盛り上げたいと
前向きにとらえた．しかし，騒音や低周波音の影
響で魚がいなくなってしまうと心配する漁業者も
いた．そこで，会長は，警戒船の作業の請負，漁
協の倉庫の実証試験での利用を提案しつつ，安全
性について漁業者に粘り強く説得を続けた．やは
り，漁業者団体のトップの姿勢が重要である．
　川辺ほか（2018b）は，福島沖の浮体式洋上風
力発電の実証事業について分析している．当初漁
協理事会は事業に反対していた．しかし，事業者
と漁業者が意見交換をする漁業協働委員会と地区
のワーキンググループにおいて，事業者側から，
漁獲量調査，傭船料ならびに人夫代の支払，実証
試験終了時の施設撤去の提示がなされ，漁業者の
了承が得られた．事業を受容した要因として， 
①事業の公益性，②事業の共益性，③意見反映の

仕組み，④専門家の仲介を抽出している．漁業者
を含めて地域社会のためになるという事業の共益
性が重要だろう．
　海洋産業研究会（2015）は，漁業協調のメ
ニューとして，リアルタイムでの海況情報の提
供，風車基礎部の人工漁礁化利用，魚介類・藻類
の養殖施設の併設，漁業現場への電力供給，レ
ジャー施設の併用，漁業者の事業参加を挙げてい
る．
　これらの先行研究から，漁業との協調には様々
なメニューがあることが分かる．
　漁業への影響については，様々な見解がある．
Dan Wilhelmsson et al.（2006）は，スウェーデ
ンでの中央バルト海における 2 つの洋上風力発電
施設での調査の結果，洋上風力発電施設基礎部分
が，小型海底魚にとって人工漁礁として機能する
かもしれないことを示した．
　H J Lindeboom et al.（2011）は，オランダの
洋上風力発電施設で 2 年間の調査を行い，施設の
間の砂地にいる底生生物に対する影響は認められ
なかったとした．一方で，例えばタラが施設を隠
れ家として利用するなど，底生生物にとって多様
性で新たなタイプの住処として機能しているとす
る．
　反面，Cyril Glenn Satuito（2017） は，人工の
構造物における付着生物群集の種組成は，外来種
が優勢になることもありうることを指摘してい
る．
　英国の場合，伊藤（2013）によれば，洋上開発
に直接経済的利害をもつクラウン・エステート
が，漁業に与える影響が小さいと考えられるエリ
アを開発可能海域に選定してきた．
　森田（2014）は，イングランド東部沿岸・東部
沖合海洋計画案の政策方針で，①漁業活動や漁場
へのアクセスを妨げるものではないこと，②アク
セスに影響がある際に影響を最小化または緩和す
ることが挙げられていたことを示しつつ，小型漁
船の操業への影響は大きくないとする．
　奈良（2012）は，洋上風力の場合，潮の流れや
風に船舶が流されることを考慮すると，洋上風力
発電施設内での漁は大きく制限されるが，小型漁
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船を所有する漁業者にとって洋上風力がプラスに
作用するケースもあると述べている．英国では，
漁業権という制度がなく，洋上風力発電事業者か
ら漁業者への補償は，当事者の話し合いで決めら
れる．補償に関するガイドラインでは，金銭補償
よりも影響緩和措置を実施するよう記載されてい
る．
　日本の場合は，漁業権が存在し，それとの調整
を行うため，再エネ海域利用法による整備が必要
だった．英国のガイドラインでは，影響緩和措置
の実施が記載されているが，金銭補償では，漁業
との協調とはいいがたい．
　より具体的な事例として，Mark Gray et al. 

（2016）がアイリッシュ海東部の事例を挙げてい
る．協調の方策として，①海底の危険について知
識を深めること，②ケーブル設備を漁業に影響を
与えない方法で守ること，③リスクを監視するこ
と，④漁業者と事業者間でコミュニケーションや
情報交換を定期的に行うことが重要であるとす
る．
　コミュニケーションや情報交換が重要であると
いえる．漁業との協調の手段として，間接的援助
手段は活用できるが，漁業そのものの促進策では
ない．その点において，限界があるように感じら
れる．すなわち，漁業そのものの促進でなければ，
漁業者ひいては地域の存続を危うくするように思
われる．
　徳永ほか（2016）は米国の事例を挙げる．ロー
ランド州では，沿岸域管理法に基づく特別エリア
管理計画が策定された．ステークホルダーとして
属性や人数を制限せずに話し合いに参加できるよ
うにしたが，次第に参加者が減少していった．漁
業者の意見を反映させるため，漁業諮問協議会を
立ち上げ，州沿岸管理委員会内に洋上風力事業者
が漁業者とのリエゾンつまり連絡担当者を設置し
た．利害関係者の話し合いを通して，妥協や責任
の共有が生まれた．
　ローランド州では多くのステークホルダーが話
し合いに参加したが，日本の協議会では参加する
ステークホルダーが限定されており，事業者は協
議会のメンバーではなく，リエゾンは公式に存在

しない．事業者が決定すれば，リエゾンというコ
ミュニケーションを円滑にする存在が重要になる
だろう．

Ⅲ．洋上風力発電の現状と漁業との協調

1．世界の風力発電の現状

　まず，洋上風力発電の他国における現状に言及
する．本田・松信（2017）によると，世界の風力
発電設備容量は，2006 年には 74.1GW だったと
ころ，2016 年に 486.8GW まで増えた．固定価格
買取制度（FIT）などの再生可能エネルギー導入
支援策が寄与している．
　上田（2018）によれば，洋上風力発電について
は，2017 年末には，世界の洋上風力発電 16 か国
で約 18GW に達し，欧州の新規だけで 3,148MW/
年の洋上風力発電が建設されている．国別の累計
では，英国が 6,835MW，ドイツが 5,355MW と
なっており，日本は 9 位で 65MW である．2017
年時点では，商用案件は全て着床式だった．最近
は，風車の大型化と基数の増加が進んでいる．
　平野（2018）より，着床式洋上風力発電は，
2010 年以降導入量が増え，条件によっては政府
による補助金なしで落札する事例も現われてい
る．また，欧州から，台湾や米国などにも市場が
拡大している．デンマークでは，2021 年稼働の
コストが 74 ドル /MWh（約 8.1 円 /kWh）まで
低下している．英国では，2022 年稼働のコスト
が 100 ドル MWh（約 11 円 /kWh）となっている．
ドイツでは，補助金なしでの落札がこれまで 4 件
あり，卸電力価格のみで投資を回収することにな
る．オランダでも，補助金なしで落札する案件が
現れている．英国では，2020 年に再生可能エネ
ルギーのうち陸上風力が 29.2% となっているのに
対し，洋上風力が 37.7% と大きく上回っている．
　このように，欧州を中心に着床式洋上風力発電
がかなり進展している．近時，風車の大型化と基
数の増加によるコストの低下が進み，市場も拡大
している．だが，日本はまだ洋上風力発電の導入
が非常に少なく，英国と比べるとおよそ 100 分の
1 にすぎない．
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2．日本の現状

　次に，日本の現状を見ていく．資源エネルギー
庁（2018）によれば，事業者が申請し環境アセス
メントの手続中案件が約 540 万 kW（5,400MW）
となっていて，国の実証事業から事業者が事業参
入を行う段階になってきているとのことである．
海津（2018）によると，着床式洋上風力発電のポ
テンシャルは，91GW とも言われており，発電量
が大きい．
　勝呂（2018）では，2014 年に，固定買取価格
制度（FIT）で，陸上風力の 22 円 /kWh に比べ，
洋上風力は 36 円 /kWh と買取価格が高く設定さ
れたが，民間投資が十分に集まっていない，漁業
との協調を図りつつ開発する必要があるといった
課題もあるとする．
　以上より，日本の場合，欧州に比べると導入余
力が大きい．現在，FIT での大きなインセンティ
ブが付与されており，今後商用化が進展していく
ものと期待される．再エネ海域利用法により，
ルールが整備され，ステークホルダー間の合意形
成をしやすい土台ができている．商用化を進める
には漁業者を含めた合意形成が必要である．

3．銚子での展開

　1）　地域概要
　千葉県銚子市は，東京からおよそ 100㎞離れた
ところにあり，関東平野の最東端に位置している

（銚子市 2016）（第 2 図）．北は利根川に接し，東

から南は太平洋に臨んでいる．1970 年には，人
口は 9 万人であったが，2019 年 1 月 1 日には
60,327 人まで減少している（銚子市 2019）．
　漁業に関して見ると，銚子市漁業協同組合

（2019a）によれば，銚子沖の潮目ではプランクト
ンが多くなり，利根川からも豊富な栄養が運ばれ
るので，マダイ，カツオ，マグロ類，マイワシ，
サンマ，サバ，メカジキ，ブリ，アジ，ヒラメな
ど様々な魚種が獲れる．2019 年まで，銚子漁港
は年間水揚げ量が 9 年連続で日本一になっている

（毎日新聞 2019 年 12 月 26 日）．

2）　銚子地域における洋上風力発電の展開
　銚子沖にて，2013 年 1 月から 1 基の洋上風力
発電が稼働している（写真 2）．
　銚子市（2020）によれば，現在設置されている
施設は出力 2,400kw（2.4MW）であり，風車の中
心部分からブレードの先端までの長さであるロー
ターの半径は 46m となっている．ブレードの先
端から海面までがおよそ 126m ある（第 3 図）．
　銚子市（2020）によると，世界の主流は，より
大きな 8,000kw（8MW）である．ローターの半
径は 84m，ブレードの先端から海面までがおよ
そ 200m ある．
　現状よりも，ローターの半径が 2 倍近くになっ
ており，大型化している．この大型施設が設置さ
れた場合，現在の施設よりも漁業に及ぼす影響は

第 2図　銚子市の位置
（出典）　銚子市（2016）「銚子市の概要」

写真 2　稼働中の洋上風力発電
（出典）�　地球の丸く見える丘展望館

より筆者撮影
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大きくなると予想される．

3）　銚子沖の風況
　銚子沖は，再エネ海域利用法における洋上風力
発電の有望区域となっている．東京電力技術統括
部（2014）によれば，風況は洋上風力発電に適し
ている．NEDO との実証実験では，平均風速
7.6m/s と比較的高い数値を観測していた（第 4
図）．

4）　銚子沖の環境影響調査
　宮原ほか（2014）は，銚子沖における現在の施

設の稼働前と稼働中に，環境影響調査を行ってい
る．漁業生物については，2010 年から 2011 年に
事前調査，2013 年から 2014 年に稼働中調査を
行っている．風車等の基礎設置に伴う影響は少な
く，採捕した魚種の移動性の強さや自然変動及び
地形など他の要因による影響が大きいと結論づけ
ている．
　但し，宮原ほか（2014）の調査によれば，魚等
の遊泳動物，底生生物については，移動の阻害な
どが生じる恐れがあるとしており，今後とも，継
続的な環境影響に関する調査が必要である．

Ⅳ．調査結果の内容と考察

1．漁業との協調の必要性

　さて，他国では，洋上風力発電が進展し，発電
事業の落札価格が下落しているのに対し，日本で
は，洋上風力発電は未だ途上である．だが，発電
事業を本格化させる時期に来ている．
　銚子は，かねてより，漁業が重要な産業であっ
た．ところが，人口減少が進展している．そうし
た中で，風況に恵まれていることなどから，銚子
沖は洋上風力発電の有望区域に選定された．とは
いえ，洋上風力発電を実現するためには漁業との
協調が問題となる．漁業者団体のトップの理解と
協力が必要であるとしても，漁業者を含めて地域
社会のためになるという事業の共益性が重要であ
る．洋上風力施設には漁礁のような魚の蝟集効果
があるともいわれるが，プラスの効果のみではな
い．英国や米国の先行研究から，事業者と漁業者
のコミュニケーションや情報交換が重要である，
漁業との協調の手段として，金銭補償より漁業そ
のものの促進策を中心に捉えるべきである，事業
者と漁業者がコミュニケーションを円滑に行うた
めリエゾンの役割が重要となるという点が挙げら
れる．
　では，銚子沖において，事業者と漁業者の協調
は成立しうるのだろうか．インタビュー調査とア
ンケート調査により検証したい．

第 4図　銚子沖の風況
（出典）�　NEDO（2018）洋上風況マップ

より MANDARA10 にて筆者作成

第 3図　現在の洋上風力発電施設
（出典）　銚子市（2020）「広報ちょうし令和 2 年 1 月号」
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2．インタビュー調査

　1）　国土交通省へのインタビュー
　国土交通省港湾局 A 氏と B 氏に下記の内容で
インタビューをし，国土交通省としての考えを聞
いた．
　①　有望 4 区域の決定の仕方はどうか
　地元で調整が進み，県からの情報提供があっ
た．
　②　協議会の方向性はどうか
　漁業との関係が重要になるため，漁業者の理解
を得るため丁寧に説明を行う必要がある．
　③　�促進区域に指定され占用の許可があった場

合の区域内での漁業の実施はできるのか
　とくに漁業ができなくなるわけではない．
　すでに，地元で調整が進んでいることからする
と，洋上風力事業を実施することについて，漁業
者の中である程度のコンセンサスが得られている
ことを示している．占用の許可があっても，漁業
ができることからすると，漁業者の反発は少ない
ように思われる．とはいえ，どの程度までなら漁
業が事業に支障をきたさないかということも予め
決めておく必要があるのではないか．

2）　東京電力へのインタビュー
　東京電力ホールディングス風力事業推進室 C
氏に以下の内容でインタビューを行った．事業者
の考えを聞くためである．
　①　�銚子沖が有望区域になったことについて東

京電力としてどう認識しているのか
　望ましい．
　②　銚子沖での商用運転は順調か
　運転に関してはトラブルがなく順調であり，経
済性については FIT があるため採算も確保でき
ており問題はない．
　③　�これまで銚子沖で漁業に影響は生じなかっ

たか
　施設の周りで漁業を行っておらず影響はなかっ
た．
　④　施設は漁礁として機能したか
　魚が集まる効果は認められるかもしれない．

　⑤　�漁業者との協調はどのように行ってきたの
か

　実証試験の時期を含め銚子市漁業協同組合と話
し合いを経ており，入域制限を行っておらず，調
査に漁船の利用をするなど，漁業との協調を図っ
てきた．
　⑥　今後の漁業協同組合との関係はどうか
　事業者は協議会に参加できないので推移を見守
るだけだが，これまで信頼関係を構築してきた．
　⑦　�原発 1 基分に相当する施設を今後設置する

といった読売新聞 2019 年 1 月 19 日記事が
あったが見通しはどうか

　現在計画をしている 37 万 kw だと 8,000kw
（8MW）の施設 46 基ということになり，環境に
配慮し施設を密に建てる必要がある．
　実証試験の際には，漁業を行っておらず影響は
なかったが，蝟集効果のようなものが認められた
とのことである．これまで，東京電力は，銚子市
漁業協同組合とのコミュニケーションを図り，漁
業協調に取り組み，信頼関係を構築してきたこと
が分かった．これまで入域制限をしなかったが，
46 基の施設ができたときにどうするのかという
疑問は残る．

3）　銚子市漁業協同組合へのインタビュー
　銚子市漁業協同組合 D 氏にインタビューを
行った．D 氏は，洋上風力発電について担当し詳
しいとのことで，漁協の考えを知るため，インタ
ビューを行ったものである．
　①　実証試験が漁業に及ぼす影響はどうか
　漁場から離れた場所に施設が設置されたことも
あって，漁獲量に影響はなかった．
　②　�洋上風力発電施設に対する漁業者の反応は

どうか
　漁業者によってまちまちであるが，好意的な反
応もある．
　③　銚子市漁業協同組合としての対応はどうか
　銚子沖は風が強く有望な地域があり，五島列島
の施設を視察したところ，漁業に対してメリット
があると感じた．
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　④　施設が実際に漁礁として機能するか
　多少魚がついたという報告もあるが，実際の影
響は分からない．
　⑤　�漁業協調の一環として，漁船の事業者の調

査等への利用はどうか
　小型の船が必要であれば利用できる．
　銚子市漁業協同組合としては，漁業に対してメ
リットがあるのではと考え，洋上風力発電施設に
対し，前向きに捉えている．事業者の調査に船を
活用するといった漁船の利用についても，前向き
である．

3．アンケート調査

　1）　アンケート調査の目的と方法
　銚子市漁業協同組合の組合員である漁業者と漁
協職員にアンケート調査を行った．アンケートの
目的は，洋上風力発電施設に対する漁業者や漁協
職員の考えを広く知る必要があると考えたからで
ある．
　銚子市漁業協同組合（2019b）によると，まず，
漁業者については，2019 年 3 月 19 日現在 138 人
いる．正組合員には，漁業者のほかに，漁業生産
組合 1 と漁業を営む法人 10 があり，合計の正組
合員数は 149 となっている．組合員の保有する漁
船数は 233 であり，内訳は，旋網 32，鰹鮪 9，沖
合底引 5，小型底引 7，その他 180 となっている．
旋網はイワシ，サバ，アジなどを獲る．底引はマ
イカ，ヒラメ，タイが多い．小型底引はエビ，カ

ニ，ヤリイカなどが多い．その他では，キンメダ
イを一本釣りで獲る者が多い．今回のアンケート
調査は漁業者 70 人から回答を得た．全漁業者に
対する回答率は 50.7％である．
　銚子市漁業協同組合（2019b）より，漁協職員
は，2019 年 3 月 19 日現在 100 人いる．今回のア
ン ケ ー ト 調 査 で は， 漁 協 職 員 29 人（ 全 体 の
29％）から回答を得た．
　第 1 表は，アンケート回答者の人数を示してい
る．

2）　洋上風力発電施設の設置
　洋上風力発電施設の設置に関してどう考えるの
かを聞いた（第 5 図）．
　漁業者については，「設置すべきだ」が 30 人

（42.9%），「どちらかというと設置すべきだ」が
11 人（15.7%），「 ど ち ら で も な い 」 が 20.5 人

（29.3%），「どちらかというと設置すべきではな
い」が 1.5 人（2.1%），「設置すべきではない」が
4 人（5.7%），無回答が 3 人であった2）．
　漁協職員については，「設置すべきだ」が 14 人

第 1表　アンケート調査回答者 （人）

20～30 代 40～50 代 60 代～ 計

漁 業 者  6 30 34 70

漁協職員 13 16  0 29

計 19 46 34 99

（出典）　アンケート調査結果より筆者作成
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員職協漁者業漁
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設置すべきだ どちらかというと設置すべきだ
どちらでもない どちらかというと設置すべきではない
設置すべきではない 無回答

第 5図　洋上風力発電施設設置の是非
（出典）　アンケート調査結果より筆者作成
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（48.3%），「どちらかというと設置すべきだ」が 5
人（17.2%），「どちらでもない」が 10 人（34.5%），

「どちらかというと設置すべきではない」，「設置
すべきではない」は 0 人（0％）であった．
　全体では，「設置すべきだ」が 44 人（44.4%），

「 ど ち ら か と い う と 設 置 す べ き だ 」 が 16 人
（16.2%），「どちらでもない」が 30.5 人（30.8%），
「どちらかというと設置すべきではない」が 1.5
人（1.5%），「設置すべきではない」が 4 人（4.0%），
無回答が 3 人である．
　漁業者で 58.6％，漁協職員で 65.5％，全体で
60.6％が設置に積極的であることがわかる．反面，
設置に消極的であるのは，漁業者で 7.8% を占め
ている．だが，漁協職員には消極的な者はいない．
漁業者の場合，自身の生活に直結するためである
かもしれない．また，「どちらでもない」と回答
した者が，漁業者で 29.3％と 3 割近く，漁協職員
で 34.5％と 3 割以上を占めた．おそらく，影響が
よくわからないため，こうした回答になっている
のであろう．
　設置した方がよい理由としては，漁業者の場
合，「銚子地域の発展のため」が 32.33 人と最も
多く，「漁獲量が増える（可能性がある）ため」
が 7 人，「漁獲量以外で漁業者に利益がある（可
能性がある）ため」が 4.33 人，「とくになし」が 5.5
人，「その他」が 1.83 人となっている．「その他」
としては，観光や環境などが挙げられていた．漁
協職員の場合，「銚子地域の発展のため」が 16 人
と多く，「漁獲量以外で漁業者に利益がある（可
能性がある）ため」が 3 人となっていて，それ以
外の回答はなかった．
　漁業者と漁協職員ともに，最も多かったのが，

「銚子地域の発展のため」というものであった．
洋上風力発電の施設ができると，地域が活性化す
るという期待感が見て取れる．漁業者の中には，

「漁獲量が増える（可能性がある）ため」と回答
をした者もあった．漁礁としての効果を期待して
いるのだろう．漁業者で肯定的な者の漁種と漁獲
魚種は，手釣り，一本釣りでキンメダイを取って
いる者が多い．こうした漁法の場合，施設に接触
する危険性が小さく，問題視していないのではな

かろうか．「その他」を選んだ者は，施設が観光
資源になりうること，温暖化対策という環境問題
に対応できることを挙げている．
　設置すべきではない理由としては，「漁獲量が
減る（可能性がある）ため」が 7 人，漁業者の場
合，「銚子沖の景観のため」が 3 人，「漁獲量以外
で漁業者に不利益がある（可能性がある）ため」
が 5 人，「とくになし」が 2.5 人，「その他」が 2.5
人となっている．「その他」としては，衝突する
危険が挙げられている．漁協職員の場合，「銚子
沖の景観のため」が 1 人いるだけである．
　設置すべきではない理由としては，漁業者の場
合，漁獲量の減少やそれ以外の不利益を考えてい
る者が多かった．設置に消極的な者の漁種と漁獲
魚種は，底引網漁で，ヒラメやタイを獲っている
者であった．これらの者の 5 人中 4 人が設置に消
極的である．おそらく，底引網が施設に引っ掛か
り，網が破れることや施設を傷つけることを恐れ
て，施設内での漁業を実施することを避けようと
しているためである．転覆の危険もある．何より
も，区域付近で漁業ができなくなることを恐れて
いるものと思われる．
　再度，銚子市漁業協同組合 D 氏にインタビュー
を行い，反対者がいる理由について話を聞いた．
別の漁業協同組合の地域まで広範に施設の設置を
計画している事業者があり，確実に漁業に支障を
きたすため，反対をしているとのことだった．
　国民負担を減らす必要はあるとしても，漁業に
大きく影響し，漁業者が強く反対するのであれ
ば，基本方針にもあるように，公募占用指針に反
映することで，漁業との協調が可能な事業者で入
札することが望ましい．

4．課題の抽出

　先行研究の英国や米国の事例より，事業者と漁
業者のコミュニケーションや情報交換，そしてそ
れを円滑に行うための役割が重要で，漁業との協
調の手段としては，漁業そのものの促進策を中心
に捉えるべきであるという示唆を得た．
　インタビュー調査結果より，46 基の施設がで
きる場合の漁業との協調が実現できるのかどうか
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が問われている．アンケート調査結果より，洋上
風力発電に関し，銚子地域活性化や漁獲量増加の
期待感がある．漁業者で設置に消極的な者は，底
引網漁で，ヒラメやタイを獲っている者であっ
た．区域付近で漁業ができなくなること，底引網
が施設に引っ掛かり網が破れることや施設を傷つ
けること，施設に接触し転覆することに懸念を示
している．
　やはり，重要なのは，事業者と漁業者のコミュ
ニケーションや情報交換である．
　漁獲量が減少しないようにするためには，基本
的には，促進区域内であっても，漁業をすること
が妨げられるべきではない．とはいえ，施設の破
壊や網の破損も避けるべきである．そこで，46
基の設置が行われた場合，漁業にどのような影響
があるのか，そして，とりわけ底引網漁がどうい
う状況の下でどのように操業すると安全に実施で
きるのかを，事業者は漁業者に情報提供を行って
いく必要があると考える．リエゾンつまり連絡担
当者が重要となろう．

Ⅴ．おわりに

　本研究は，銚子沖で洋上風力発電の実証試験が
終わり，商業化が始まった段階で行ったものであ
る．そのため，実際の漁業に及ぼす影響が不明確
な中での研究となった．他国の事例を紹介するた
めに，海外の文献を扱ったが，引用が少なかった
ように思う．データを取得するため，インタ
ビュー調査やアンケート調査を行ったが，アン
ケートでの回答率がそれほど高くなかった．ま
た，アンケート後に，個別の漁業者にインタ
ビュー調査を行うことが望ましい．それにより，
具体的な懸念をより詳しく知ることができるから
である．また，底引網漁を行う漁業者の懸念に事
業者としてどのように対応するかも聞いてみたい
ところである．ちなみに，銚子沖は，2020 年 7
月 21 日に洋上風力発電の促進区域に指定された．
2020 年 12 月 9 日現在，事業者を公募している段
階である．これにより，銚子市沖で洋上風力発電
事業が実施されることが現実化してきている．そ

うした中で，漁業者と事業者にインタビュー調査
を行うことは，今後の課題として残されている．
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注　記
 1）	 「有望区域」は，秋田県の能代市・三種町・男鹿

市沖，秋田県の由利本荘市沖（北側・南側），千葉
県の銚子市沖，長崎県の五島市沖の 4 区域，「促進
区域」は，有望 4 区域と，秋田県八峰町・能代市沖，
秋田県潟上市沖，青森県沖日本海（北側），青森県
沖日本海（南側），青森県陸奥湾，新潟県村上市・
胎内市沖，長崎県西海市江島沖の 7 区域を合わせた
11 区域

 2）	 同一人から複数の選択肢に〇印が付されている
際，按分することにした．
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